
山梨県企業局 週休２日交替制適用工事 実施要領（試行） 

 
(主旨)  

第１ この要領は、公共工事の品質確保の促進に関する法律の一部改正に伴い示された、

公共工事の品質確保のための担い手の育成・確保を図るための取組の一つとして実

施している週休２日適用工事について、現場閉所での週休２日による休日確保を見

込んだ工事発注を原則としているところであるが、現場条件等の制約により、現場

閉所が困難な工事を対象に、受注企業の現場代理人及び主任技術者・監理技術者（以

下「技術者等」）並びに工事現場の労働者が交替しながら４週８休以上の休日確保

に取り組む週休２日交替制適用工事（以下「適用工事」）を実施するにあたり、必要

となる事項を定める。 

 ２ 週休２日交替制 

（１）通期の週休２日交替制とは、対象期間において、現場に従事した技術者等及

び労働者の平均休日日数の割合（以下「休日率」）が、交替しながら４週８休以

上となる休日確保を行ったと認められる状態をいう。 

（２）月単位の週休２日交替制とは、対象期間の全ての月において、技術者等及び

労働者の休日率が交替しながら４週８休以上となる休日確保を行ったと認め

られる状態をいう。 

（３）完全週休２日交替制とは、対象期間の全ての週において、技術者等及び労働

者が交替しながら１週間に２日間以上の休日確保を行ったと認められる状態

をいう。 

 ３ ４週８休 

（１）通期の４週８休とは、対象期間内の休日率が、２８．５％（８日／２８ 日）

の水準の状態をいう。 

（２）月単位の４週８休とは、対象期間内の全ての月毎に休日率が、２８．５％（８

日／２８日）の水準の状態をいう。 

なお、降雨、降雪等による予定外の休日についても、休日に含めるものとする。 

 

(対象工事) 

第２ 山梨県企業局が発注する工事で、現場条件の制約等（発電電力量に影響を及ぼす

工事等）により、現場閉所による週休２日の確保が困難であると認められ、電気課

と協議が整った案件について、対象工事とすることができる。 

 

(発注方法) 

第３ 「週休２日交替制適用工事」として発注した工事において、受注者から「週休２

日適用工事実施要領」に基づく週休２日工事として実施したい旨の希望があり、工

事着手前に発注者との協議が整ったときは、同要領に定める週休２日工事の対象と

することができる。 

 

２  発注機関の長は、現場閉所又は交替制の週休２日適用工事の対象外として発注し

た工事において、契約後、受注者から工事着手日までに交替制による週休２日を実

施する旨の協議がなされた場合は、電気課との協議を経て、本要領を適用すること

ができる。 

 

（対象者） 

第４ 適用工事の対象者は、当該工事に係る元請け及び施工体制台帳記載の下請け（建



設工事の請負契約分のみ）全ての技術者、労働者及び現場代理人とする。ただし、

技術者、労働者の当該現場における従事期間が連続して１週間未満の場合は対象外

とする。 

 

（対象期間） 

第５ 適用工事の対象期間については、工事着手から現場完成の期間とする。なお、年

末年始休暇６日間、夏期休暇３日間、工場制作のみを実施している期間、工事全体

を一時中止している期間のほか、発注者があらかじめ対象外としている内容に該当

する期間（受注者の責によらず現場作業を余儀なくされる期間など）は含まない。 

 

                    対 象 期 間 

 

①余裕期間 ②準備期間 ③施工に必要な実日数+④不稼働日 ⑤後片付け期間 

※【工事着手】とは、現場事務所等の設置または測量をいう。現場事務所等の設

置または測量を行わない場合は協議により決定する。 

 

２ 下請け企業については、施工体制台帳上の工期を基本とする。ただし、第４第１

項ただし書きの場合を除く。 

３ 施工体制台帳上の工期のうち実働期間が転々としている場合には、受発注者で協

議し、対象期間について適宜設定することができるものとする。 

 

（実施方法等） 

第６ 適用工事の実施方法については、次項から第５項までの規定のとおりとする。 

 ２ 発注者は、特記仕様書等において適用工事であることを明示する。 

 ３ 受発注者は、施工体制の内容や休日確保状況を証明する方法について、工事着手

前に協議するものとする。 

 ４ 受注者は、前項の協議により決定した事項、及び別表１を参考に施工体制台帳の

元請け・下請けの対象となる技術者等及び労働者の工期日数、休日日数、休日率、

全対象者の平均休日率を施工計画書に明示する。ただし、施工計画書提出時点で下

請けが未確定の場合は、確定した時点で協議・提出するものとする。 

 ５ 受注者は、月 1回程度を目安に別表１を監督員に提出し、休日率の確認を受ける

ものとする。 

 

(周辺住民への周知) 

第７ 受注者は、工事現場の公衆の見やすいところに、適用工事であることを記載した

掲示をする（Ａ３版程度）。 

 

(工事成績評定) 

第８  発注者は、受注者の取組に対し、別表「適用工事の取組に対する考査項目」によ

り評価する。 

 

附 則 

この要領は、令和６年１０月１７日から適用する。 

この要領は、令和７年５月１日から適用する。 

この要領は、令和８年５月１日から適用する。 

工事着手 完成 
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参考様式-1

週休２日交替制工事　休日取得状況表（ 計画 ・ 実施 ） 別表１（参考様式）

契約番号：○○-○○-○○○○　
工事名：○○工事
受注者：（株）●●建設 ○：出勤　▲：未出勤　ー：対象期間外
元請
・ 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31
下請 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木

0 0 0 － －
0 0 0 － －
0 0 0 － －
0 0 0 － －
0 0 0 － －
0 0 0 － －
0 0 0 － －
0 0 0 － －
0 0 0 － －
0 0 0 － －
0 0 0 － －
0 0 0 － －
0 0 0 － －
0 0 0 － －
0 0 0 － －
0 0 0 － －
0 0 0 － －
0 0 0 － －
0 0 0 － －
0 0 0 － －
0 0 0 － －
0 0 0 － －
0 0 0 － －
0 0 0 － －
0 0 0 － －
0 0 0 － －
0 0 0 － －
0 0 0 － －

※1 計画及び実施状況については、「現場稼働日：稼」「現場閉所日：休」「夏季休暇：夏休」「年末年始休暇：年休」「対象期間外：外」を選択すること
なお、対象期間外は、工場製作期間中、一時中止期間中等、工事現場を一定期間、連続的に閉所する期間とする

※2 夏季休暇は3日間、年末年始休暇は6日間、必ず取得すること
※3 休日取得計画書の提出後に計画に変更が生じた場合は、赤字で休日取得計画の変更箇所を修正し、実績報告すること
※4 行が不足する場合は、「行挿入」→「既存の行をコピー」→「貼り付け」、または、「行コピー」→「コピーしたセルの挿入」により、適宜、追加すること

○月
対象
日数

出勤
日数

未出勤

日数
休日率 達成状況

休日取得計画

会社名 氏名
令和○年　○月 ○月集計



参考様式-1

週休２日交替制工事　休日取得状況表（ 計画 ・ 実施 ） 別表１（参考様式） 別表１（参考様式）

契約番号：○○-○○-○○○○　
工事名：○○工事
受注者：（株）●●建設 ○：出勤　▲：未出勤　ー：対象期間外
元請
・ 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31
下請 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日

外 外 外 外 外 外 外 稼 休 休 稼 稼 稼 稼 稼 休 休 稼 稼 稼 稼 稼 休 休 稼 稼 稼 稼 稼 休 休 24 16 8 33.33% 4週8休以上
元請 （株）●●建設 ●●　●● － － － － － － － ○ ▲ ▲ ○ ○ ○ ○ ○ ▲ ▲ ○ ○ ○ ○ ○ ▲ ▲ ○ ○ ○ ○ ○ ▲ ▲ 24 16 8 33.33% 4週8休以上
1次 ××建設工業（株） ××　×× － － － － － － － － － － － ○ ○ ○ ○ ▲ ▲ ○ ○ ○ ○ ○ ▲ ▲ ○ ○ ○ ○ ○ ▲ ▲ 20 14 6 30.00% 4週8休以上
2次 □□土建（株） □□　□□ － － － － － － － － － － － － ○ ○ ▲ ▲ ▲ ○ ○ ○ ○ ○ ▲ ▲ ○ ○ ○ ○ ○ ▲ ▲ 19 12 7 36.84% 4週8休以上

0 0 0 － －
0 0 0 － －
0 0 0 － －
0 0 0 － －
0 0 0 － －
0 0 0 － －
0 0 0 － －
0 0 0 － －
0 0 0 － －
0 0 0 － －
0 0 0 － －
0 0 0 － －
0 0 0 － －
0 0 0 － －
0 0 0 － －
0 0 0 － －
0 0 0 － －
0 0 0 － －
0 0 0 － －
0 0 0 － －
0 0 0 － －
0 0 0 － －
0 0 0 － －
0 0 0 － －

※1 計画及び実施状況については、「現場稼働日：稼」「現場閉所日：休」「夏季休暇：夏休」「年末年始休暇：年休」「対象期間外：外」を選択すること
なお、対象期間外は、工場製作期間中、一時中止期間中等、工事現場を一定期間、連続的に閉所する期間とする

※2 夏季休暇は3日間、年末年始休暇は6日間、必ず取得すること
※3 休日取得計画書の提出後に計画に変更が生じた場合は、赤字で休日取得計画の変更箇所を修正し、実績報告すること
※4 行が不足する場合は、「行挿入」→「既存の行をコピー」→「貼り付け」、または、「行コピー」→「コピーしたセルの挿入」により、適宜、追加すること

会社名 氏名

休日取得計画

令和8年　５月 ５月

達成状況

５月集計
対象
日数

出勤
日数

未出勤

日数
休日率

【記入例】
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